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この32年間、最も優れた人材を探し出
す力こそが、私たちのグローバルビジネ
スを支えて来ました。
世界をまたにかけて活躍するトップ人材
のキャリア構築を、一度の転職だけでは
なく長期的な目線で支援しています。

“
”



MARKET LEADING GLOBAL BRAND
ロバート・ウォルターズの物語は、1985年にロンドンで始まりました。以来、私たちはスペシャリストに特

化したグローバルな人材紹介会社として世界各地で事業を展開してきました。

32年の間、最も専門性に富んだスペシャリストを探し出す力こそが、私たちのグローバルビジネスを支

えて来ました。そうした優秀な人材が、キャリア形成のパートナーとして私たちに信頼を寄せてくださり、

採用企業各社は採用活動をロバート・ウォルターズに任せてくださいました。これは、当社のコンサルタン

トの強みと情熱が築いたサクセスストーリーです。

ビジネスが広がった今もなお、私たちは創業当時のサービス品質を忠実に守り続けています。ロバート・

ウォルターズがご紹介する候補者は専門的な知見を活かしたアドバイスやコンサルテーションを担える

スペシャリストです。それぞれの市場で最も適任といえる人材をご紹介できるのも、そのためです。

当社の成長の源は、私たちが築いた企業文化とチームベースのコミッションモデルです。個々のコンサル

タントにコミッション（歩合報酬）を与える他の人材紹介会社と当社はこの点でも異なります。当社ではチ

ームへの歩合報酬をメンバー全員で分け合うというシステムのもと、お客様（採用企業・候補者）第一の姿

勢を貫くことができています。

グローバル企業であると同時に、当社コンサルタントを現地採用するというこだわりを守ることで、ロー

カル市場への深い理解を保ち続けています。こうした姿勢のもと、唯一無二の人材紹介会社であり続け、

世界のトップ企業の人材採用パートナーであり続けられることを嬉しく思います。

ロバート・ウォルターズ
ロバート・ウォルターズ 最高経営責任者

WELCOME TO ROBERT WALTERS
スペシャリスト専門の人材紹介会社

ロバート・ウォルターズ
最高経営責任者

正社員の人材紹介事
業は当社ビジネスの
69％を占めます。
31％は契約・派遣事
業です。

69%
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GLOBAL REACH, 
LOCAL EXPERTISE

28
世界28ヵ国で
人材紹介事業を
展開しています。

オーストラリア
ベルギー
ブラジル
カナダ
中国
フランス
ドイツ
香港
インド
インドネシア

アイルランド
日本
韓国
ルクセンブルク
マレーシア
ニュージーランド
フィリピン
ポルトガル
シンガポール
南アフリカ

スペイン
スイス
台湾
タイ
オランダ
アラブ首長国連邦
イギリス
アメリカ
ベトナム

当社拠点のある国



DOWNLOAD OUR SALARY SURVEY BOOKS
世界各地の採用・給与動向は9ページのGlobal Trendsをご覧ください。日本についてのさらに詳しいレポートは11ページより
ご覧いただけるほか、諸外国・地域の給与調査2018を当社ウェブサイトよりダウンロードいただけます。

• オーストラリア ＆ ニュージーランド

• ブラジル

• カナダ

• ヨーロッパ

• 中国 & 東南アジア

• 韓国

• 中東 & アフリカ

• アメリカ（アプリのみ※）

  Download our app from iTunes & Google Play
「Robert Walters Salary Checker」でご検索ください

Download your copy today by visiting 
www.robertwalters.com/salary-survey



OUR SERVICE

私たちのビジネスは、コンサルタントの質のもとに成り立っています。大

多数のコンサルタントが各業界でのビジネス経験を有すため、採用企業の

業職種と採用マネジャーが直面している課題を十分に理解しています。

当社が取り扱う主な業職種:

WHAT MAKES US DIFFERENT
ニーズに寄り添った相談サービス

1. サービス品質へのこだわり

採用企業各社、転職希望者の皆様と長期的で良好な関係を築くことに注
力しています。転職のご相談を受けた候補者一人ひとりには、アドバイス
を通じて将来を見据えたキャリアステップをサポートしています。業界屈
指の優秀な人材を企業各社に紹介し続けるためにも大切なことだと考え
ています。

2. スペシャリスト

コンサルタントの採用では、担当業界での経験も重要視しています。各業
界での経験があれば求人の詳細を十分に理解できるのに加えて、その業
界でのネットワークも十分なため、ニッチなスキルセットを備えた希少性
の高い人材へも転職のご提案がしやすくなります。

• 財務・会計
• 金融サービス
• 工業
• 人事
• IT
• 法務
• マーケティング
• 営業
• サプライチェーン（プロキュアメント含む）
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3. 個人歩合報酬の撤廃

当社ではチームへの歩合報酬を個人で分け合うチームベースのコミッショ
ンモデルを採用しています。個々のコンサルタントにコミッション（歩合
報酬）を与える他の人材紹介会社と当社はこの点でも異なり、お客様（採
用企業・候補者）第一の姿勢を貫くことができています。このシステムの
下では、コンサルタントによる候補者情報の独占を防げることから、常に
最も適した、優秀な候補者を企業各社にご紹介できます。

4. 人財と企業文化

ロバート・ウォルターズでは従業員に対しても長期的、国際的なキャリア
形成を訴求しています。従業員の定着率を高く保つことにより、採用企業
にも継続的なサービスが提供できます。上級管理職（役員）が平均勤続
１３年の当社出身者ばかりなこともひとつの証です。

5. イノベーション

当社は業界他社に先駆けてRPO事業をはじめた初の人材紹介会社でし
た。ラグビーのブリティッシュ・アンド・アイリッシュ・ライオンズの協賛の
ような業界初のスポンサーシップやブランディングでも業界をリードして
います。

6. 長期的な展望

私たちの戦略は、海外事業の拡大と取り扱う業職種の増幅を通じて有機
的な成長を続けるというものです。経済状況が良くないときでも、常に市
場への投資を続けることで当社のプレゼンスを維持しています。

7. 寄り添ったソリューション

業界最大手から中小、さらにはスタートアップ企業まで幅広く、それぞれ
のニーズに寄り添った提案を通じて採用活動を支援しています。さらに、
希少な人材へも効率的に求人を売り込めるプレミアム広告パッケージも展
開しています。

ロバート・ウォルターズは、
当社のビジネス、企業文化、
人材ニーズへの理解を深め、
数多くの財務スペシャリストの
採用を支援してくれました。

キンバリークラーク社 EMEA
ビジネスアナリシス ディレクター 

スー・ミア
（英国）

“

”

ロバート・ウォルターズのサービス
品質に感銘を受けました。当社の
ニーズを細かく聞き取った上で
いくつもの要件からバランスのいい
人材を見つけてくれました。
ロバート・ウォルターズの豊かな
知見がなければ叶わなかった
ことだと思っています。

ファースト4 ファーミング社 
ASEANリージョナル・ディレクター 

マット・アール
 （オーストラリア）

“

”

ロバート・ウォルターズは私たちの
お気に入りの人材紹介会社です。
アジアパシフィック全域でプレゼンス
が高く、産業での経験も豊富なこと
から、当社の採用活動を成功に
導いてくれました。おかげで複数の
拠点をまたにかけて優秀な人材を

採用できました。

シェフラー社 APJ 人事採用＆
人材マネージメント部門長

ハーゲン・オング
（シンガポール）

“

”
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19年目の給与調査。
世界各地の給与・採用動向
を取りまとめた給与調査
へようこそ。

“
”



ABOUT THE 
SALARY SURVEY
ロバート・ウォルターズ  19年目の給与調査へ
ようこそ。

ロバート・ウォルターズは世界で初めて、世界各地の
給与・採用動向を取りまとめたグローバル給与調査
を発行した人材紹介会社です。今年も最新のレポー
トをご覧に入れられることを光栄に思います。

給与調査 2018では当社の事業が及ぶ世界各地
で2017年に見られた採用活動をもとに正社員お
よび契約・派遣社員の採用動向を分析し、2018年
の見通しとあわせて解説します。

GET IN TOUCH
各業界の給与・採用動向について、より詳しい情報
をお求めの方は、当社の担当コンサルタントにぜひ
お問い合わせください。東京・大阪オフィスの問い
合わせ先はP43に記載しています。



INTRODUCTION
マクロ経済の観点ではさまざまな動きのあった
2017年ですが、グローバル市場の大部分では
穏やかながらも経済成長が見られました。採用
活動も活発になり、いくつかの分野では転職候
補者不足にもつながっています。

ヨーロッパでは経済・雇用市場ともに過去10年
ほどの停滞から脱して再び成長基調へと回復し
ました。ビジネスの好調と雇用規制緩和で代理
社員／契約社員の柔軟な採用が可能になったこ
とを受けて多くの雇用が創出されたほか、正社員

の転職マーケットも回復基調に乗りました。

ベルギーでは国内市場全体でビジネス拡大のス
テージに移り、フランスでも雇用数が伸びていま
す。スペイン経済も好調で、ポルトガルでは失業
率の低下が見られています。このスペインとポ
ルトガルではIT・製造・エンジニアリング部門
で雇用機会が多く生まれています。オランダと
ドイツの両国では、特に金融サービス部門で雇用
水準が高まっています。

EU離脱と総選挙によるイギリス経済の不確実性
の高まりを受けて、イギリスでは企業各社が経済
情勢の変化に迅速に適応できるよう労働力の機
敏性を重視し、契約社員の雇用形態での採用に舵
を切る動きが広がりました。

中東では、全体の仕事数は減少しつつも、専門性
の高い高度人材に対しては一定数の需要が見ら
れました。アフリカと中東では、政府による国内
雇用推進の動きが広まり、海外で国際的なビジネ
ス感覚を培って帰国した人材を巡っては特に高
い需要が見られました。

東南アジアでは、経済情勢の変化を受けながらも
新規参入や既存ビジネスの拡大を背景に、雇用市
場は活況を呈しました。

人手不足の深刻なベトナムとフィリピンでは、多
くの企業が国外で働く労働者を呼び戻そうと、魅
力的な条件を提示するなどして対策を講じまし
た。一方、インドネシアではポテンシャルの高い

国内バイリンガル人材を巡る獲得競争が見られ
ました。

日本では、人材不足が続き有効求人倍率は43年
ぶりの高水準に達しました。専門スキルを有す
る人材の需要はとても高く、特にAIまたはIoTの
知見を持つ人材を巡っては人材獲得競争が進ん
でいます。

世界経済の不確実性を横目に、中国では国内経
済の成長が続いています。これを受けて企業の
自信が高まり採用活動にも活性化が見られまし
た。「インターネットプラス戦略」と各社のデジ
タル・トランスフォーメーションが牽引し、デジ
タル・IT・フィンテック・Eコマースに関連する
スキルセットへの需要が引き続き高まっていま
す。2018年には技術・開発職の給与水準が12
～18％ほど上昇することが見込まれます。

オーストラリアとニュージーランドの転職マー
ケットは概ね健全で2018年もこの傾向は続く
ものと予想されます。特にインフラ分野・テク
ノロジー分野は成長が著しく、プロジェクトマ

GLOBAL TRENDS

人材不足が著しい市場では、
トレーニングを介せば有用に
なるスキルを持つ人材を代わりに
採用するなどの、柔軟な姿勢を

示す必要があります。

“
”

ジャイルズ・ドーベニー
副最高経営責任者
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ネジャー、エンジニア、サイバーセキュリティ
／AIのスペシャリストの需要につながっていま
す。両国ともほぼ完全雇用の状況にある一方で、
2018年はニュージーランドでは賃金上昇が鈍
化し、オーストラリアでは給与水準が横ばいで推
移する見通しです。

KEY TRENDS
今年もデジタル化の浸透を受けて、デジタル・
スペシャリストの需要が世界全域で高まって
います。

特にサイバーセキュリティとフィンテックの成
長は目覚しく、各社はビッグデータの活用に向け

たシステム導入に勝機を見出していることから
ビッグデータ・スペシャリストの需要が続伸し
ています。ロンドン、サンフランシスコ、ダブリ
ンなどでは、ITスタートアップ各社と大手各社
の間で人材獲得競争が進んでいます。

銀行などの金融サービス分野に対しては規制の
厳重化が続いたため、コンプライアンスをはじ
めリスク・監査・法務のスキルセットを持つ人
材の引き合いが強まっています。2018年には、
規制およびコンプライアンスのスペシャリスト
に対しては、持続的な需要と賃金上昇が見込ま
れます。

候補者不足の課題を抱える企業は、候補者のスキ
ルセットと職務内容が完全には合致しない場合
でも、トレーニングを介せば有用になるスキルを
持つ人材を代わりに採用するなどの柔軟な姿勢
を示すことが有効です。同時に採用プロセスを
効率化し迅速に内定を出すなどして、競合他社に
優秀な人材を獲られることも避けなくてはなり
ません。競争力のある給与水準だけでは優秀な
人材を引きつけるには足りず、柔軟な働き方を受
け入れる関連制度・ワークライフバランス・企業
文化・組織内でのキャリアパスなどを能動的に売
り込むことが一層求められています。

サイバーセキュリティとフィン
テックの成長は目覚しく、ビッ
グデータ・スペシャリストの需
要が続伸しています。“



JAPAN

専門スキル、豊富な経験値を
備えた優秀なバイリンガル人材
を確保できるか否かが、日本経済
の成長の鍵を握っています。

“
”

2000年に東京オフィス、2007年に大阪オフィスを設立して以来、ロバート・ウォルターズ・ジャ
パンは主に外資系／日系グローバル企業におけるバイリンガルの転職／採用支援で17年以上にわた
り信頼と実績を築いてきました。日本では正社員だけではなく、契約／派遣社員にも対応しています。
世界有数のグローバル企業をはじめ中小企業やスタートアップ企業に至るまで、幅広い企業の求人を
取り扱っており、専門分野は金融、不動産、製造、自動車、エネルギー、化学、IT、オンライン、小売、ヘ
ルスケア、サプライチェーンなど多岐に渡ります。



政府が「人づくり」「働き方」改革を優先施策に
据えて具体策が示され始めていているなか、複数
企業の人手不足問題や過労死問題が広くメディ
アで報じられるなど、企業・消費者（労働者）の双
方に「人材不足」と「働き方」の課題が突きつけ
られた1年となりました。

厚生労働省公表の有効求人倍率は1.5倍を超え
43年ぶりの高水準に達し、2017年は国内に拠
点を持つ大多数の企業が人手不足に直面しまし
た。グローバリゼーション、テクノロジーの進化
にともなって、日本でもグローバルやクロスボー
ダーのビジネスが一層加速した1年となりまし
た。そのため業界に隔てなく広範な分野で、グ
ローバルのビジネス慣習と第2言語に堪能なバ
イリンガル人材を据えたいという企業が多く、バ
イリンガル・スペシャリストの需要は過去最高
レベルに達しています。専門スキル、豊富な経験
値を備えた優秀なバイリンガル人材を確保でき
るか否かが企業の将来性を左右し始め、日本経済
の成長の鍵を握っています。

自動車メーカーなどの製造メーカーではかつて
の電気エンジニアと機械エンジニアのスキルを
あわせ持つメカトロニクス・エンジニアが活躍
するなど、従来型ビジネスの分野でも新たな専
門スキルが採用要件に付加されるケースも散見
されます。人事では人事ビジネスパートナー
（HRBP）、財務ではフィナンシャル・プランニン
グ＆アナリシス（FP&A）、商工業・金融サービス
ではデータアナリストなど課題発見・解決能力
と戦略的な判断を用いて組織とビジネスの成長
に貢献する人材に対しても需要が伸びています。
東京都の有効求人倍率は2倍強ですが、こうした
専門性の高い仕事や新興分野の仕事では4～5倍
と需要が高いのに対し、一般事務・経理では1倍
に満たない飽和の状態にあります。

フィンテック、メディテック、HRテック、不動
産テック、アグリテックなど、昨年後期に続いて
2017年も「○○テック」という言葉の普及をと
もなって最新 IT技術の実用化が広範な業界で広
がっています。また、オリンピック開催に向けた
ITセキュリティ対策の加速も目立ちます。これ
にともない足元ではAI、IoT技術の実用化を担え
るエンジニアと、その技術を国内外に売り込め
る営業スペシャリストが圧倒的に不足していま
す。先述のような新興分野では、これまでに無
かった新しい仕事が生まれています。

35歳以上の転職も増えています。ポテンシャル
採用など将来を見据えた中途採用とは別に、ビジ
ネス拡大、新領域への参入を目的に即戦力を求め
る中途採用では経験値と専門スキルが十分な中
堅・シニア層の採用が成立するケースが少なく
ありません。新興分野のIT技術職などを除いて
は35歳以下の人材プールでは企業が求めている
スキルに対して十分な候補者が見つからないと
いった要因だけでなく、需給バランスの関係で売
り手市場化が浸透していることから35歳以上、
更には40～60代の転職に対して企業が寛容に
なっていることが分かります。こうした中堅・シ
ニアレベルの専門人材には、専門性の高さと豊富
な経験値が要求されます。技術系、財務、営業な
どといった専門スキルに加え、マネジメント能力
も重要視されます。

人手不足が進む一方で、企業に留まる人材につい
ては昇給の鈍さが依然として続いています。背
景には、20年あまり続くデフレで物価が上が
らないため昇給が鈍化していても働き手が大し
て抵抗感・違和感を抱いていないことに加え、
企業が人件費に関わるコストの引き上げに慎重
になっていることなどがあります。また従来型
の日系企業では年功序列型の賃金構造も一因と
なっています。

これに対して英語・日本語の両言語に堪能で専
門性を備えたバイリンガル人材への引き合いは
さらに強まっています。求められるスキルセッ
トを持ち合わせた人材の供給が需要に満たない
ことから、こういった人材が転職内定時に提示
される給与額が10～15％前職時に比べて高く
なることも少なくありません。テクノロジーを
ともなう新興分野などでは20～25％に達する
ケースもあります。さらには在宅勤務・研修制度
の充実・評価基準の改変など働き方に関するメ
リットを訴求して求人応募者を集めようといっ
た試みも増えています。この動きは2018年以
降もさらに広がるでしょう。

デイビッド・スワン
代表取締役社長　日本・韓国
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財務・会計

金融サービス

公認会計士・USCPA資格保持者の需要はこれま
で以上に高まることでしょう。経営企画に携わ
るFP&Aを中心に財務スペシャリストへの引き
合いが強く、特に保険／不動産金融分野で採用数
が伸びています。保険／不動産／アセットマネ
ジメント会社ではマイナス金利などの影響で業
績好調が続くほか、監査法人各社でもアジア圏の
ビジネスニーズが伸びていることから、これら4
分野での日英バイリンガル人材または中国語に

も堪能なトリリンガル人材の需要は一層高まる
ことが予想されます。

25～35歳前後のジュニア層の需要は極めて旺
盛です。転職回数の多い候補者でも有資格者で
あれば多くの転職機会が見込めます。会計士資
格と英語力をあわせ持つ人材が不足しているた
め有資格者であれば英語力を向上させることで
キャリアアップの選択肢が大幅に広がります。

2017年は、金融分野の財務・会計・監査スペシャ
リストでは外資系から日系企業への転職も目立
ちました。グローバル化が浸透しクロスボーダー
M&A・外貨を扱う仕事など海外との仕事が増え
ていることから、バイリンガル人材ならではの英
語力・グローバルな視点を活かせる土壌が日系
企業にも整ってきていることが背景にあります。
外銀の業績低迷を受け安定性を求めて日系に移
る、またはワークライフバランスを重視して日
系企業に戻るというケースも散見されました。

財務コントローラーの仕事はオフショア化が
進み、中途採用の大部分は欠員補充が占めて
います。

商工業

財務・会計スペシャリストの採用では、ヘルスケ
ア、製造業、IT／オンライン関連会社からの求人
が増えています。業績回復や成長を受けて増員
を進める会社も多く2018年も活発な採用が見
込まれます。

会計・監査・税理スペシャリストを巡っては大幅
な求人の増減はなく、FP&Aの求人は増えるこ
とが予想されます。また最近はセールスファイ
ナンス、マーケティングファイナンス、プラント
ファイナンスなど、採用時に求める経験値に従来
よりも細分化された領域を指定する企業が出て
きました。人材プールは不足気味にあり売り手
市場が続くため競争力のある給与額の提示が求
められるでしょう。FP&A人材の不足を受けて、
大手監査法人での就労経験のある若くて活発な
ジュニアレベルの監査スペシャリストをポテン
シャル採用する動きも広がっています。

小売・IT企業などペースの速い会社ではFP&A
を金融業界出身者から採用するケースが多く、年
収・昇進制度だけでなく在宅勤務・フレックス制
などワークライフバランス維持に関する取り組
みを売り込むケースが目立ちます。

外資系でジェネラルアカウンティング（会計）
のオフショア化が進む一方で、国内企業では
FP&A、会計、M&A、コーポレートプランニング
のスペシャリストを中心にバイリンガル人材の
採用が伸びています。これらの国内企業では日
本語力（ビジネスレベル）のある外国人の採用も
少なくありません。

FP&Aスペシャリストの採用では転職時の給与
水準が前職に比べて最大10%、特に優秀な候補
者の場合は最大20％上がっていますが、給与は
全体的にほぼ横ばい・微増の傾向にあります。若

OVERVIEW

12ヶ月以内の転職を希望

70%
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手層の優秀なFP&Aスペシャリストを巡る転職
市場は特に売り手優勢にあり、多くの場合は複数
企業から内定を受けています。

関西でも同様のトレンドが見られています。

契約・派遣

財務・会計部門で紹介予定派遣の求人が増えてい
ます。一定期間の実務を通じて企業文化との相
性・成績などをもとに適正を判断し、その上で正
社員への登用を考える企業が増えていることも
背景にあります。

金融サービス

2017年は投資信託ファンド、投資顧問会社など
アセットマネジメント分野はビジネスが好調な
一年となり、営業職の増員採用が活発でした。証
券会社のビジネス不調を理由に比較的業績の好
調なアセットマネジメント分野の求人を優先し
て応募する転職希望者が目立ちました。そのた
めこの機に証券会社・銀行出身の優秀な若手人材
の囲い込みに成功しているアセットマネジメン
ト会社も数多く見られます。

2017年の外資系証券会社・銀行のフロントオ
フィス、ミドルオフィス、オペレーションの人材
採用は昨年同様にジュニア層の採用が大部分を
占めました。欠員補充の採用では人材の動きが
活発な1年でした。

不動産金融分野では2018年もバイリンガル人
材需要が続くものと予想されます。不動産マー
ケットの高騰を受け2017年はオポチュニス
ティック型ファンド等でのアクイジションの増
員こそ少なかったものの、各ファンドでのアセッ
トマネジャー職では一定数の求人が見られまし
た。ファンド企画、ローン・アドミニストレーショ
ンの仕事を中心にミドルオフィスでも前年と同
水準程度の求人がありました。リーマン危機後
の採用抑制で35歳以下の人材の層が薄くなって
いますが、2018年もこの年齢層の優秀なバイ
リンガル人材の採用が引き続きビジネス課題と
なるでしょう。

昨年に続きコンサルティングファームの求人件
数が多く、金融機関・保険会社向けのビジネスを
担うポジションでは増員も多く見られました。
2017年はフィンテックの実用化に踏み込む企
業での採用も目立ちました。

契約・派遣

人材不足から売り手市場化への理解が契約・派遣
雇用の求職者にも浸透し、求職者の給与額への期
待値が以前よりも高まっています。またその状
況を理解し、時給を引き上げる企業も増えていま
す。KYCアナリストでは時給が昨年より15～
20％上がっています。派遣社員でなく契約社員
の雇用形態を提示することで他の競争相手より
も有利に優秀な人材の確保を進める動きも散見
されます。

採用プロセスの複雑化・厳格化が進み、多くの企
業ではバックグラウンドチェックを行うなど従
来よりも採用に時間をかけるため、入社の時期が
遅延するケースも増えています。

金融業界のオペレーション部門・リスク＆コン
プライアンス部門では契約・派遣社員の候補者不
足が深刻です。企業は30歳代以下の年齢層を求
めるなか、労働市場全体の契約・派遣社員の中核
が50代になっており、この人材プールの高齢化
が候補者不足の一因となっています。人手不足
への理解が広まって採用にも柔軟性を示す企業
が増えており、日本語に堪能な外国人の採用も多
く見られます。

金融業界のアドミニストレーター職では同職種
での実務経験だけでなく翻訳・通訳・リサーチ・
クライアントサービスなどのスキルセットを同
時に求める求人が増えています。

人事・総務・秘書・通訳

人事ビジネスパートナー（HRBP）、タレント・
アクイジション（採用担当者）をはじめ人事スペ
シャリストの需要は高止まりが続いています。

より多くの企業が人事戦略を強化しています。
M&A前後の組織には人事面から付加価値を与え

られるチェンジエージェント（改革促進人者）の
資質を備えた人材が必要なため、HRBP機能の
新設や増員に乗り出す企業が増えています。業
界ごとの独特な組織体制など特定の業界への理
解が深く、人材紹介会社で経験を積んだなどの優
秀な採用スペシャリストへの需要は伸び続けて
います。M&Aを経てコングロマリット化した企
業ではタレントマネジメント、組織開発の知見を
持つ人事スペシャリストの採用ニーズが顕在化
しています。

英語に堪能でコミュニケーション能力が高く、7
～10年の経験を持つ30代の人事スペシャリス
トの引き合いが強い傾向があり、これは来年以
降も続くことが見込まれます。企業がこの年齢
層に照準を絞って採用する狙いはポテンシャル
採用とリーマン危機後の採用抑制で人材の層が
薄い年齢層の補填です。産業での実務経験に富
んだ若手人材が少ないため、企業が採用要件を緩
和する動きも見られます。その結果、必要なスキ
ルセット・経験の一部が不足している候補者を
採用する、即戦力に期待して中堅層以上の候補
者を代わりに採用するといったケースも散見さ
れます。

また人事スペシャリストの採用では他職種の採
用に先駆けて、採用にかかる時間の短縮化が目立



ち始めています。転職マーケットの売り手市場
化が進む中で人材獲得競争を有利に進める上で
迅速な選考に向けた取り組みは肝要です。候補
者自らが採用活動にも明るい人事スペシャリス
トの採用では特に有効だと言えるでしょう。

関西でも同様のトレンドが見られています。

契約・派遣

採用コーディネーターの派遣求人数の増加が目
立ちました。福利厚生・ベネフィット担当者、給
与担当者の求人も増えています。福利厚生・ベネ
フィット担当者、給与担当者の求人では紹介予定
派遣で募集する企業が多くなっています。

秘書・オフィスマネジャー職の求人は産休・育休
カバーが中心です。従来は一般の派遣社員雇用
が多かった分野ですが、最近ではほとんどが紹介
予定派遣または契約社員の雇用形態にシフトし
ています。従来は派遣が多かった翻訳・通訳の仕
事では、バイリンガル人材の売り手市場化を受け
て多くの候補者が正社員で採用されています。

IT

ベンダー・コンサルティング

昨年に続いて求人数は多く、英語が話せて専門技
術を持つバイリンガル IT人材の不足も顕著で、優
秀な候補者には複数の内定が出ています。SaaS
やIaaSに代表されるクラウド領域の専門人材を
巡っては特に企業間の獲得競争が広がっていま

す。この背景には、クラウド関連の外資系スター
トアップ企業の相次ぐ日本参入と、日系企業、外
資系企業の日本拠点でもオンプレミスからクラ
ウドへの移行が急速に進み始めたことがありま
す。クラウドサービスの導入が進んでわずか数
年なため経験の豊かな人材は日本国内では希少
性がとても高く、英語と日本語に対応できるバイ
リンガル人材の場合は希少価値がその数倍にま
で上ります。

東京オリンピックを間近に控えてIoTの開発・実
用化の動きが急速に広がりデータアナリスト、
データサイエンティストへの需要は高まり続け
ています。AI、IoT専門人材の需要増については
数年前から予想されていましたが、産業からの実
需を受けて2017年は求人の本格化が見られ、
1年を通じて求人数が高水準で推移しました。AI
を巡っては研究者・開発者とは別に実用化を担え
るエンジニアが少なく、需要に対して圧倒的に供
給量が足りません。

需要と供給のバランスから、転職時に提示され
る給与水準も上がっています。セールスエンジ
ニア、テクニカルコンサルタント、プロジェクト
マネジャーでは給与水準が前職より平均10～
15％上がっています。競争力のある給与額の提
示に留まらず、在宅勤務など柔軟な働き方を受け
入れる工夫を示すこと、採用プロセスにかかる時
間をなるべく短くすることにより優秀な人材の
確保に際して競争相手となる企業よりも優位に
立てる傾向が見られます。

金融

2017年は最新のCRMシステムを導入する保
険会社が多く見られました。同時に多くの企業
ではクラウドプラットフォームへの移行も進め
られました。これら二つの領域に明るいITスペ
シャリストを巡る人材需要が高まっており、転職
時の給与水準も伸びています。プロジェクトマ
ネジャー、ビジネスアナリスト、テクニカルアー
キテクトでは特に顕著な伸びが見られます。デー
タサイエンティスト、データアナリストへの引き
合いも強まっており、転職時の給与額の伸び率は
IT業界内でも屈指の高水準に達しています。

外資系証券会社では2016年中頃から2017年
中頃にかけてヘッドカウントの縮小が進みまし
たが、開発業務、ビジネスに沿ったサポート業務
を中心に東京では削られたヘッドカウントのい
くつかを戻そうといった動きが見られます。ま
た優秀な人材の興味喚起、採用後の定着促進、カ
ウンターオファー回避などを狙った転職時の給
与増も有効性が高まっています。

フィンテック関連企業の市場参入も相次ぎ、ウェ
ブデベロッパー、モバイルデベロッパーの需要が
伸びています。ベンチャー企業を応募する候補
者はストックオプションと柔軟な働き方に期待
を寄せる一方で、高い給与水準は依然として有効
な売り込み材料となっています。

商工業

2017年はデータサイエンティスト、データアナ
リスト、ビジネスインテリジェンス（BI） スペシャ
リストの人材需要の高まりが特に目立ちました。
企業の成長、競争力保持には欠かせないため、製
造全般・消費財・小売・医療機器・製薬などの分
野で人材採用が活発になっています。実店舗とE
コマース、両チャネルの顧客データを繋いで活用
することが、多くの企業が持つ共通課題となって
いることもこの背景にあります。

人工知能（AI）、自然言語処理（NLP）、機械学習
（ML）の採用数が増えており、人材需要は2018
年以降も伸び続けることが予想されます。

￥
１位  仕事内容 ２位  給与 ３位  人間関係

転職時の最大の「決め手」 トップ3
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ミッションクリティカルシステム、ビジネスアプ
リケーション、最先端科学技術の知見を持つ日英
バイリンガル人材の不足がIT業界全体で深刻化
しています。この人材プールの枯渇が数年続い
たことから、昨今では国内で補充できない分を海
外からも採用しようと外国人人材の活用を視野
に入れる企業が増えています。また外国人人材
の採用では、語学力の高さよりも技術力を優先す
る傾向が見られます。

オンライン

モバイルアプリ、ゲーム、ウェブ／Eコマース開
発での採用数が昨年を上回りました。オンライ
ン関連職では自らの技術開発を視野に入れて2
～3年おきに転職を繰り返すプロフェッショナ
ルが増えています。

データサイエンティスト、BI スペシャリストを
中心にデータ関連人材の活躍の場はゲーム、ソー
シャルメディア、Eコマース、モバイルアプリを
含むオンライン分野全体に広がっています。

オンライン分野では、年収に加えて職場の雰囲
気、最先端のテクノロジーに携われるか否か、ス
トックオプションなどの福利厚生・ベネフィット
を転職の「決め手」として重視する候補者も増え
ています。

契約・派遣

ウェブ関連技術者とOSSプログラマーの採用が
増えました。これは、Eコマース市場の拡大と
各社のゲーム事業の急成長に一部起因している
ものと考えられます。事業ポートフォリオ拡大
に注力する多くの企業では優秀な人材の確保が
2017年事業計画においても重要な役割を担い
ました。多くの企業では契約社員の雇用形態を
活用することで過剰雇用のリスクを避けながら、
専門スキル・知識に富んだ人材の採用を積極的に
進めています。この動きが広がり採用の柔軟化
が浸透したことで、企業間ではネイティブレベル
の日本語力などといった従来の採用要件が緩和
されるケースが散見されます。

2017年はDevOpsの重要性も高まりました。

製品開発と運用に加えトラフィック制御に不可
欠な人材であることから、サーバーサイド デベ
ロップメントとインフラ運用の両方に精通する
候補者への引き合いは一層強まっていくでしょ
う。2018年はAI、DevOps、従来型・最新型プ
ログラミング言語の経験を持つバイリンガル技
術者を巡る人材獲得競争の激化が見込まれます。

加えて2017年はヘルプデスク、サーバーサポー
ト、データベース アドミニストレーション、セ
キュリティ分析、プロジェクト・コーディネー
ション、プロジェクト・マネジメントなどを含む
インフラサービス全領域で人材需要が高まりま
した。契約・派遣社員の転職マーケットも売り手
市場化が進んでおり、2018年も銀行業、保険業、
ITコンサルティング、テレコムを中心にこの傾
向は続くでしょう。2018年は給与水準も大多
数のポジションで上がることが予想されます。
クラウドコンピューティング、エンドユーザーサ
ポート、テレコムエンジニアの給与は特に伸びる
でしょう。この背景にはクラウドコンピューティ
ングを用いてネットワークインフラの安定性を
強化したい、あるいはアドミニストレータを含
めて情報セキュリティを強化したいといった企
業の狙いがあります。

法務・コンプライアンス・リスク

金融機関を中心に法務部の採用では欠員補充が
大部分を占め、求人件数は前年に比べほぼ横ばい
でした。IT、製薬会社では若手～中堅層への需要
が高まりました。国内の人材マーケット全体に
バイリンガルの法曹が少ないことから、人材獲得
競争が過熱しています。この傾向は2018年に
も続くことが予想されます。

マネーロンダリング対策、金融犯罪・監視のスペ
シャリストの需要が高まり、コンプライアンスの
採用が活発になっています。大手金融機関では
コンプライアンス違反の変容を受けて防止策・措
置の進化が常時必要なことから、優秀な人材を求
めて求人件数が増えています。法規の厳格化に
向けて、フィンテック関連のスタートアップ企
業やバイサイド（運用会社）では特にマネーロン

ダリング対策、金融犯罪・監視の領域を専門とす
るコンプライアンス人材の需要が一層高まるこ
とが予想され、採用の活況は2018年以降も続く
見込みです。

信用リスク分野では、外資系企業の採用の大部分
を欠員補充が占め、採用は落ち着いています。オ
フショア化が進み部門のスリム化が進んでいる
一方で、流動性リスク、オペレーショナルリスク
の両領域を担える人材の積極的な採用が散見さ
れました。

市場リスクの領域では、日系・外資系企業とも採
用が落ち着いています。銀行ではリスク分析、モ
デル検証など専門性の高い領域で増員が見られ
ました。

2018年は日系・外資系企業ともに英語に堪能な
日本人または日本語力の高い外国人など、多言語
を扱える若手人材への引き合いが一層強まるこ
とが予想されます。

製造

自動車

自動運転技術の発展・適用が2020年・2035年
を目処に段階的に進んでいくため、それにあわ
せて専門領域のエンジニアのニーズが増えてい
くでしょう。検知・自動ブレーキなどのカメラシ
ステム、レーダー、ウルトラソニックなどを扱え
るソフトウェアエンジニアの人材需要は今後さ
らに高まっていくことが予想されます。電気エ
ンジニアも同様に増加傾向にあり、機械エンジニ
アは前年比ほぼ横ばいで、引き合いは依然として
強い傾向にあります。

プログラミングなどシステム周りを担える人材、
特に30～45歳の若手～中堅層への引き合いが
強まっています。ロボット開発、アルゴリズム
開発などの経験を持つ他分野からの若手人材の
受け入れも広がっています。また、ソフトウェア
エンジニアを中心に、インド、中国、ドイツなど
からの外国人人材を採用する動きも従来以上に
広がっています。
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自動車分野の好調を受けて外資系の対日ビジネ
ス拡大が進んでおり増員も含めて、営業職のニー
ズが伸びています。

全体的に昨年に比べて給与増の傾向にあり、技術
職では平均10％、最大20％ほど転職時の給与水
準が上がっています。営業職では平均10％、特
に優秀な候補者の場合は最大15％転職時の給与
水準が上がっています。セールスディレクター、
エンジニアリングディレクターなどのシニア職
では最大20％、自動車分野、特に先進運転支援シ
ステム（ADAS）、テレマティクス、電気／ハイブ
リット自動車の経験が豊かなエンジニアは給与
の更なる伸びが見込まれます。

製造一般

工場自動化（FA）、ロボット、電子部品・機器、メ
カトロニクス、産業用機器への需要が伸びたこと
による市場全体の好調を受けて、外資系メーカー
は日本で更なる成長を遂げており、各社が日本市
場に投下する予算も増えています。その結果、製

造業一般の採用数も増えています。

FAへの国内需要が伸び、多くの企業ではインダ
ストリアル IoT（IIoT）、工業用ネットワークシス
テムなどの次世代技術の導入を進めています。
その結果、2017年は大手企業と新規参入者の
両方で日英バイリンガルの電気技師、機械技術
者、ソフトウェアエンジニア、営業人材の積極的
な採用が見られました。

他社との人材獲得競争を有利に進め、優秀な人材
を採用するために給与額・職位・勤務地に対する
候補者の希望を柔軟に聞き受ける企業が増えて
います。人材不足により優秀なバイリンガル技
術者は転職活動中に複数の会社から内定を受け、
転職時の給与額も10～20％ほど前職に比べて
上がっています。技術職では、日本語に堪能な外
国人人材の採用に積極的な企業も増えています。

女性活躍推進法の浸透により、女性活用について
も積極的な動きが見られます。中小企業では技
術職に女性を従来よりも積極的に採用する傾向

が見られる一方で、日本市場での歴史が長い大
手外資系メーカーでは役員の女性比率を上げる
目的からシニア職に女性を採用する企業も増え
ています。こうした企業努力が多く見られるよ
うになった一方で、製造業で要求されるスキル
セットを満たす女性が少なく供給量が足りてい
ません。

関西でも工場自動化（FA）事業、3Dプリンター
事業、電子部品メーカーなどで同様の傾向が見ら
れています。日系企業の海外営業部では英語力
を補強するために、正社員登用を見込んで、若い
バイリンガル人材を契約・派遣社員の雇用形態で
ポテンシャル採用する動きが広まっています。

化学

電気自動車（EV車）の進展にともない、化学業界
では電子部品のR&Dニーズが伸び続けていま
す。日本は自動車業界の主要国で科学技術分野
の人材育成拠点でもあるため、国内OEMと各社
が扱うバッテリー製品に注目が集まっています。
国内・外資系企業各社の業績も好調で、バッテ
リー製品に携わる営業・マーケティング部門の
採用が活発です。

自動車・電子部品会社では、アジア圏の成長とと
もにグローバル化が進むにつれて国内でスペッ
クイン活動を担う営業職の採用が増えています。

IoTの普及を受けて急速な需要増が見られる半導
体用の電子部品、チップなどの分野でも、人材採
用が活発です。軽量化の目的で、自動車・航空機
部品に利用が進むエンジニアリングプラスチッ
ク（エンプラ）分野もビジネスの更なる成長と需
要増を受け、R&D技術開発職、テクニカルサー
ビス職、営業職、マーケティング職で積極的な人
事採用が見られます。

この分野の成長は、IoTに加えて東京五輪やサッ
カーのワールドカップを目前にテレビの買い替
え需要の高まりやウェアラブル端末の開発が進
んでいることにも関係しています。

化粧品業界、栄養補助／機能性食品業界も高齢化
などが牽引して成長を続けているため営業スペ
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シャリストの需要が高まっています。医薬品原
料、栄養補助／機能性食品の需要は安定、化粧品
原料の需要は伸び続けています。

技術系の資格・経験を持つ優秀な外国人人材の採
用が昨年に続いて伸びているほか、外資系中小企
業による国内化学市場への新規参入も相次いで
います。

優秀な人材を求める企業間での人材獲得競争下
で、年功序列型の給与形態から脱却して競争力の
高い給与額を提示する企業が増えています。優秀
な営業人材の場合は転職時の給与額が前職に比べ
て最大30％上がっており、テクニカルサービス
職では最大20％上がっています。

エネルギー・インフラ

2017年のエネルギー分野は構造改革と電力自
由化の影響で大きな変化を迎えました。

太陽光・風力発電分野では開発者の需要が非常に
高く、太陽光発電事業・プロジェクトは営業／買
収／初期の建設・オペレーションといった開発期
から後期の建設・オペレーション／メンテナンス
の稼動期に移っています。この変化を受けて、施
設のメンテナンス・修繕が重要視され営業人材の
採用は落ち着きました。土木施工管理技師、電気
工事士、電気主任技術者の資格を有する土木・電
気エンジニアの需要が大幅に伸びています。

エネルギー分野の慢性的な人材不足を受けて、再
生可能エネルギー各社を中心に業界以外からシ
ニアレベルのスタッフを採用するなど、要件の柔
軟化が散見されます。社内の技術・知見が発達し
たことを理由に、他業界から採用して入社後の研
修で必要な内容を補う企業もあります。再生可
能エネルギーの発電所は僻地にありますが、現地
で優秀な人材を確保するのは難しいのが現状で
す。その結果、50～60代の経験豊富なシニア
人材をサイトマネジャー／エンジニアに据えて、
複数の施設の運用管理業務を任せるケースが多
くなっています。

従来型エネルギー分野では、火力発電所のメンテ
ナンス・改装ニーズを受けて営業職、技術職の採

用が一定数見られました。原子力発電所関連の
方向性が定まらないなか、火力発電所では環境配
慮・省力化需要の伸びを受けてプラント機器・部
品サプライヤー各社の採用数が多くなりました。
その一方で、再生可能エネルギー各社も、こうし
た従来型エネルギー分野の人材を積極的に採用
しました。

2018年は中小企業の参入が続くことが予想さ
れるほか、エネルギー小売事業、エネルギー貯蔵
技術、環境ビジネスの成長が見込まれます。

契約・派遣

働き方改革の一環で有給消化・残業削減を推進
する関西圏の企業が増えている影響で、労働力
補完の目的から契約・派遣社員の求人が増えて
います。

営業・マーケティング

メディカル

2018年以降も、高齢化、医療テクノロジーの進
化、IoT技術の実用化加速などにともなって採
用件数は続伸する見込みです。大手メーカーが
M&Aに踏み切るのと同時に新規参入企業も相次
いでいることから、採用が活発です。

団塊世代の年齢が増す中、ヘルスケアは病院・ク
リニックなどの医療機関から一般家庭へと治療
拠点を広げており、医療従事者でなく消費者向け
のホームヘルスケア商品を扱う企業では採用が

増えています。

新たなテクノロジーの導入が進み企業が患者に
直接製品を宣伝できるようになるなどヘルスケ
ア ITの進化も採用の活況に寄与しています。会
社の事業戦略を担う戦略部門を新設・増員する企
業も散見されるなど、臨床研究の増加が医療機器
の臨床開発スペシャリストの人材需要を押し上
げています。

売り手市場化を受けて、求人が出されていないタ
イミングでも優秀な人材がいれば紹介・面接に応
じるなどして他社に先手を打つといった積極的
な姿勢を示す企業が増えています。医療分野で
は転職時の給与水準が前職に比べて10～15％
上がっています。

製薬

メディカルアフェアーズ、メディカルサイエンス
リエゾンの職種では特に人材需要が高まってい
ます。かつては、グローバル本社にはメディカル
アフェアーズの機能があっても、日本の拠点には
メディカルアフェアーズを持たなかった企業も
少なくありませんでした。外資系企業ではこの
10年ほど、日系企業ではこの数年で導入が浸透
しましたが、日本市場にはメディカルアフェアー
ズの専門人材数がまだ多くありません。またメ
ディカルアフェアーズに担わせる業務内容を明
確にできていない企業も多く、就職する企業に
よって業務内容が多少異なる傾向にあります。

１位  ワークライフバランス ２位  通勤負担の軽減 ３位  勉強

柔軟な働き方の利用目的 トップ３
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製薬企業に臨床開発を提供する医薬品開発受託
機関（CRO）での臨床開発モニター（CRA）への
採用ニーズが伸びています。製薬会社がコスト
削減などの都合から臨床開発をアウトソースす
るようになって数年が経ちます。臨床開発ニー
ズが増え続ける一方でCROではこうした需要を
囲い込むためにも、請け負うのに十分な体制を築
くべく組織の拡充を急速に進めていることがこ
の背景にあります。CROも市場の人材数が限ら
れているため引き合いが強く、優秀な候補者は複
数の企業から同時に内定を受ける傾向が見られ
ます。

加えて、日本に拠点を新設して間もないベン
チャー企業ではグローバル本社のスタンダード
に沿うために上層部の人材を入れ替える動きも
散見されました。グローバル化を推し進められ
る優秀なグローバル人材を上層部に据えること
で、組織全体を活性化しようといった狙いがこの
背景にあります。

薬事分野の転職マーケットは圧倒的な売り手市
場の状態にあることから、年収が横滑りでは優秀
な候補者は確保できない傾向にあります。前職
での給与額に対して最大15％転職時の給与額が
上がっています。

大阪の製薬業界の転職市場では、臨床開発者の需
要が引き続き伸びています。訪問規制を受けて
製薬各社では医薬情報担当者（MR）の人数が減
り、メディカルサイエンスリエゾン（MSL）需要
は過去数年に同じく高止まりが続いています。
患者・医療関係者が自社の製品情報をどう得て
いるのかを医療関係者向け・エンドユーザー向
けの自社サイトへのアクセス状況などからデー
タ分析するチャネルマーケティング、デジタル
マーケティングの求人がMRに代わって増えて
います。

関西ではバイオインキュベーターや阪大・京大近
郊に拠点を構えるバイオベンチャーが増えてい
ます。実需を受けて京大・阪大の研究所を間借り
するなどして新規参入するこれらの企業でも人
材採用が進んでいます。

消費財

日本は消費財需要が安定している市場なため消
費財メーカー各社は市場シェアが最優先課題と
捕らえています。そのため営業職・マーケティ
ング職の人材需要が目立ち、中でも、組織力の将
来性を勘案して英語力の高い営業スペシャリス
トを採用する動きが広がっています。海外メー
カーの商品を発売する販社としてジェネラルマ
ネジャーなどの経営者と営業部門だけを据えた

零細企業の参入も散見されました。こうした企
業では豊かな営業経験と卸売業者との充実した
ネットワークを持つ営業スペシャリストの採用
に力を入れています。

外資系消費財メーカーでは、長年1社だけで働い
てきた人材よりも複数の企業を跨いだ就労経験
を持つ中堅・シニアレベルの人材を好む傾向にあ
ります。複数の企業文化・事業方針を経験しその
度に適応してきた順応性の高さが評価されると
いうこの傾向は、日本の労働市場の性格の変化を
示す新しいトレンドかもしれません。

国内消費財メーカー各社は海外市場でのマーケ
ティング強化を進めており、転職先を選ぶ際に日
系企業を好むマーケティングスペシャリストが
増えています。また、消費財業界では2020年の
東京オリンピックに向けてスポンサーシップな
どを生かしたコンシューマーエンゲージメント
を遂行するマーケティング職の採用需要が増え
る見込みです。

ファストフード業界では市場の成長にともない
店舗・コーポレートオフィスの両方でバイリンガ
ル人材が不足しています。食品・飲料メーカー、
大手コンビニでも商品・サービス、マーケティン
グ施策の多様化により優秀な人材を巡る人材獲
得競争がしばしば見られ、シニアレベルのマーケ
ティング・営業職の採用では自社商品・サービス
と関連する部分があれば他業種からの採用にも
抵抗感を示さなくなっています。

外資系PR会社各社では日本支社の増員が目立
ちます。この背景には、既存客のPR予算が増え
ていることに加えて、海外からの新規参入企業か
らの需要好調があります。消費財メーカーのア
カウントでは取り扱う商材に隔てなく、従来型
メディアからオムニチャネル戦略を通じたエン
ゲージメント強化に軒並み注力先を移していま
す。そのため、日英バイリンガルのアカウントエ
グゼクティブ、アカウントマネジャーの需要が伸
びています。

転職時の給与水準の上げ幅は5～10％程度。候
補者に複数の会社から内定が出ている場合は、給



与額の引き上げに加えて、フレックスタイムなど
ワークライフバランスを充実させる仕組み、入社
後のキャリアパス、企業文化、CSR活動を売り
込む企業が優位に立っています。

関西に拠点を置く日系消費財メーカー各社では
海外ビジネスの拡大により海外営業職・海外マー
ケティング職のバイリンガル人材を求めた求人
が増えています。

小売

旅行客増などを受けて銀座の商業施設や表参
道の路面店の出店が続き、販売員、ストアマネ
ジャーと、複数店舗を統括するリテールマネ
ジャー、リテールディレクターの採用が増えてい
ます。この傾向は2018年にはさらに進み、優秀
な人材を巡っての獲得競争が激化するでしょう。
中でもストア勤務の候補者不足は深刻で採用が
難しくなっています。2017年初頭には訪日観
光客の減少などで一時低迷していたラグジュア
リーブランド系各社でも業績回復にともなって
採用活動の再開が散見されます。日本語・英語
を流暢に話せることに加えて、中国語も扱えるト
リリンガルの需要が高まっています。英語力も
重要性を増しており、特に販売員からストアマネ
ジャー、リテールマネジャーへと昇進するために
は欠かせません。こうした理由から英語力のあ
る候補者、または英語力向上の意欲が高い候補
者が優遇される傾向にあります。リテールマネ
ジャーの採用では、ストアマネジャー経験のみで
なく複数の店舗を統括した経験が求められます。

マーケティング部門、マーチャンダイジング部
門では役職の新設や増員はほとんどなく欠員を
埋める採用が転職の大部分を占めています。小
売業界ではコーポレートオフィスの増員自体が
ほとんど見られない状況にある中、多くの企業で
はデジタル関連部署の増強を進めており各社の
売上高のうちEコマースの構成比率が伸びてい
ます。

小売業の給与水準は昨年に対して横ばいで推移
しており、転職時には平均10％ほど前職に比べ
て給与額が上がっています。人材獲得を巡って

他社と競争関係にある場合は前職から10％以上
高い給与額を提示して獲得に踏み切る動きも見
られます。

ホスピタリティ

ホスピタリティ分野ではホテル開業、シェア
オフィス新拠点開業などを受けて優秀な候補
者への引き合いが強く、人材獲得競争が進んで
います。

東京と大阪、金沢、ニセコなどの地方都市で相次
ぐ外資系ホテルの開業と全国的な訪日観光客増
を受けて、ホテル業界ではバイリンガル人材の
需要の伸びが加速しています。ラグビーW杯日
本開催と東京オリンピックがそれぞれ2・3年後
に迫る中、スポーツイベント関連会社の採用も活
発です。

スタートアップ企業やノマドワーカーのみでな
くプロジェクトルームやサテライトオフィス代
わりとしてなど用途が広がるシェアオフィス業
でも積極的な事業拡大を受けて求人が増えてい
ます。バイリンガルで活発な若手の法人営業ス
ペシャリストは特に人気が高く、人材確保の難易
度は上がっています。

関西では、インバウンドの好調を受けて大阪・京
都でホテルの新設・リブランドが続いており英語
に堪能な人材の採用が急務になっているほか、レ
ジャー施設でもマーケティング職・事業企画職の
増員があるなど関西でもバイリンガル人材の需
要が高まっています。

さらに関西国際空港に乗り入れているLCCの就
航・増便を受けてレジャー施設・航空会社での増
員が目立ち、マーケティング部・人事部・企画部・
総務部など幅広い部門で契約・派遣社員の求人数
が伸びています。オリンピックに続き統合型リ
ゾート、大阪万博なども話題にあがるなか、関西
ではホテル、店舗での接客職、関西拠点の内勤な
ど2018年以降もバイリンガル人材への引き合
いは高まり続けるでしょう。

デジタル・オンライン

Eコマース市場の年次２桁成長を受けて、小売各
社は従来よりもEコマースの売上目標値を引き
上げEコマース部門のリソース拡充を目的とし
た増員が多く見られました。従来はセールスま
たはオンライン部門下にEコマース・スペシャ
リストを配置するのが通例だったのに対し、最近
はEコマース部門を設ける企業が増えているた
め、部門を束ねるディレクター、マネジャーのシ
ニアポジション、チームを構成するジュニアポジ
ションともに採用が活発です。直営／卸売を含
む実店舗の売り上げ低迷が多くの国・地域で広
がる中、小売業界の市場規模のうちEコマース・
チャネルの構成比率は急速に伸びています。こ
れに対して、転職マーケットにおけるEコマース 
スペシャリストの人材プールは非常に小さく、供
給量が圧倒的に不足しています。

小売業界ではオンライン／オフラインを通して
途切れのないショッピング体験を提供するオム
ニチャネル化が急速に浸透し、モバイル端末上

転職時に30％以上
給与アップした労働者の約4割は
「1年以内には転職しない」39%
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のデジタルエクスペリエンスを向上させるべく、
デジタルトランスフォーメーションに予算を投
下する動きが広がっています。オムニチャネル
化にともないUI／UXデザインを担うウェブデ
ザイナー、デジタル広告を戦略的に活用してトラ
フィック向上させるデジタルマーケティング ス
ペシャリストの人材需要が高まっています。デー
タ分析のもとユーザーの購買率を上げる仕組み
づくりを担うコンバージョンマネジャーのポジ
ションを新設する企業も散見されました。

大手企業からの人材需要の高止まりが続くアド
テック分野では、ベンチャー企業などの新規参入
が相次ぎ、デジタルメディアのセールス経験を用
いてテクノロジーを活用したソリューションの
提案を担える人材の動きが活発です。

オンライン旅行市場の飽和化にともない、各社は
商品・サービスの幅を拡げることで更なる成長を
狙っています。そのため多様なクライアントを
担える優秀なアカウントマネジャーの引き合い
が強まっています。増員・欠員補充ともに求人数
が伸びている一方でオンライン旅行業界内では
候補者を補えないため異業種から若いバイリン
ガル人材を探す動きが広がっています。

オンラインニュース分野も軒並みユーザー数の
増加が見られます。質の高いメディアに限って
は有料コンテンツの利用が広がっているため、オ
ンラインニュース各社でも採用が活発です。テ
レビ・新聞・雑誌などの従来型メディアからライ

ター／編集者を積極的に採用しているほか、デジ
タルマーケティングのスキル・経験を持ちコンテ
ンツ作りやキュレーションに意欲を示す人材に
対しても一定数の需要が見られます。

様々な業種の企業がデジタルマーケターを巡っ
て人材獲得を狙う中、スキルセットの十分な人材
の数には限りがあるため転職マーケットは圧倒
的な売り手市場の状態にあります。年収が横滑
りでは優秀な候補者は確保できない傾向にあり
ます。

IT ソフトウェア

大手 IT各社がハードウェア事業、ソフトウェア
のライセンス事業といった不採算分野を手放し、
クラウド事業の連結・拡大を進めています。当社
でも2017年にソフトウェア分野の営業・マー
ケティング職の人材紹介のうち、新規参入企業で
の採用と事業拡大による増員採用での成立案件
が5～6割を占めました。

企業はソリューションセールス、BtoBセールス
の経験を持つ人材を求める傾向にあり、クラウド
ベースのソフトウェアなど後世代製品の売り込
みの経験があれば優遇されます。

特にクラウド、IoT、リモートワーク（在宅勤務・
サテライトオフィス）関連ソフトウェア／アプリ
ケーション事業の著しい成長が目立ちます。IoT
技術の進化を受けて、関連システムの需要を囲い
込む狙いから、企業各社が優秀な営業担当者を

巡って人材獲得競争を繰り広げています。

給与についてもベンチャー企業・大手企業で提示
額に差は見られません。日本参入や新事業の拡
大には大きな投資をともなうという理解が浸透
しているため、優秀な人材の採用に投資をいとわ
ないといった考えが企業規模に隔てなく共通し
て見られます。

IT インフラ・サービス

2017年は金融分野の顧客に向けたソリュー
ション営業経験のあるIT営業スペシャリストを
求めるケースが多く見られました。アジア圏各
国に遅れを取りながらもスタートアップ企業の
新規参入が目立ち始めたフィンテック分野には
大きな成長が見込まれます。金融サービスはフィ
ンテックによりその顧客層を大幅に広げるため
増員ニーズから2018年以降も人材需要の伸び
が見込まれます。

データ分析をもとに事業開発部と連携して新規
顧客の対象者を抽出したり、付加価値の高い営業
ツール開発を行うフィールドマーケティング職
の需要も高まっています。

テレコム分野はモバイルデータ通信事業、ブ
ロードバンド事業が牽引して日本国内の業績が
好調です。5世代移動通信システム（5G）、IoT
／M2M技術の導入に向けて、幅広い業種の企
業各社にネットワークソリューションを売り込
める、経験豊富なBtoB営業スペシャリストへの
引き合いも強まっており、需要は今後更に伸び
るでしょう。

最先端のサイバーアタックへの防御ニーズは
日々高まっており、企業だけではなく、政府・官
公庁・自治体など公共機関への営業経験のある候
補者への引き合いも強まっています。サイバー
セキュリティ分野では2018年も人材需要は高
まるでしょう。経験の豊かな営業スペシャリス
トを求める企業が多い中、セキュリティセールス
の実務経験を持つバイリンガル人材のプールは
とても小さいのが現状です。そのため中堅レベ
ルに対してもIT関連の他分野から採用し、製品知
識・技術は入社後の研修で習得させるケースが増

１位  給与 ２位  評価システム ３位  社風

現職で最も改善を求めること トップ3

￥
21



えています。

金融機関の業績改善を受けてデータ／トレー
ディング関連システムの受注が増えていること
に起因して、金融情報サービス企業でも採用は活
発です。ビジネス上の意思決定にデータを活用
する企業が増えていることなどから、情報を用い
たソリューションサービスを売り込める営業ス
ペシャリストの人材需要が著しく伸びています。

契約・派遣

2018年も働き手・雇用主の双方で「柔軟な働き
方」がますます浸透し、契約・派遣社員の求人
数も増加するでしょう。2017年は勤務時間
の柔軟性を求める働き手がパートタイムの仕事
を求めるケースも増えました。女性活躍推進に
関わる取り組みが各社に浸透した影響もあり、
産休・育休取得者の欠員補充ニーズが伸び続け
ています。

2017年は労働人口の高齢化・減少を受けて雇用
形態にも柔軟な姿勢を示す企業が増えました。

人材不足への理解が契約・派遣雇用の求職者にも
浸透し、求職者の給与額・雇用形態への期待値が
以前より高まっています。またその状況を理解
し時給を引き上げる、または採用時の雇用形態
を引き上げる企業も増えています。

サプライチェーン

外資系企業による日本市場への参入または国内
ビジネスの拡大が続くなか、製造業の人材採用
は一貫して伸びています。その結果、サプライ
チェーン・物流関連の人材採用が大幅に増えてい
ます。

化学分野と化粧品分野ではサプライチェーン関
連の全ポジションで積極的な採用が見られ、IT
企業と消費財メーカーでは増員も見られました。
この傾向は、2018年も続くことが予想されま
す。また昨今求人件数が低水準に留まっていた
半導体関連会社での採用が活発になることが予
想されます。クオリティ／ファクトリーオペレー
ション職の求人も増えるでしょう。主にマーケ

ティング関連の調達を担うインダイレクト・プ
ロキュアメント担当者の採用は、消費財・工業分
野で非常に高くなっています。この分野に精通
するスペシャリストの人材プールは小さく、採
用企業が要件を緩和するケースが増えています。
物流／輸送／海運会社では積極的に営業・オペ
レーションの専門人材を採用しています。

最も需要が高い人材は、需要供給計画・予測の経
験を持つスペシャリストです。専門人材のため
異業種からの採用に抵抗感を示す企業が少なく、
候補者は転職で複数の業界を渡り歩く傾向にあ
ります。小売・ファッション・消費財の企業で
は需要供給計画・予測を担うプランナーの増員が
散見され、高級ブランド各社でもこのポジション
を新設する動きが見られます。消費財メーカー
は、特に若いプランナーを好んで採用する傾向に
あり、採用プロセスがより複雑になりつつありま
す。この分野のスペシャリストには転職時の給
与額が15～20％ほど前職より伸びています。

品質保証・品質管理・生産分野では自動車メー
カーによるQA／QCスペシャリストの活発な
採用が見られました。企業は専門性の高い日英

バイリンガルの人材を求めますが、言語力以前に
QA／QCを担うのに十分なスキルセットを備え
た候補者が不足しています。そのため、数年のエ
ンジニア経験または技術系の学位を持つ若い候
補者を採用するなど、企業が要件を緩和するケー
スも散見されます。2017年は食品・飲料分野で
はQA／QC担当者の増員が多く見られました。

工業分野を中心に管理職・非管理職の価格アナリ
ストに対する引き合いが強まっています。この
ような傾向が認められたのは2017年が初めて
で、この価格アナリスト職の新設・増員による採
用は今後も増える見込みです。また、物流／海運
／コンテナ分野では東京・大阪を拠点とする新し
い企業の参入が相次ぎ、営業・物流・オペレーショ
ンの各部門で採用数の伸びが見込まれています。

製造業が多く船舶・航空ともに拠点が充実してい
る関西では、貿易事務（輸入・輸出）に携わる契約・
派遣社員の求人が増えています。各社の海外売
上構成比が伸びることにより、2018年は貿易
部を拡大する動きがさらに広まるでしょう。
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ROLE PERMANENT SALARY PER ANNUM JPY (¥)

 0 - 4 YRS' EXP    4 - 8 YRS' EXP   8 - 10 YRS' EXP 

 2016 2017 2016 2017 2016 2017

職種 年俸

経験年数（０－４年） 経験年数（4－8年） 経験年数（8－10年）

2017 2018 2017 2018 2017 2018

投資銀行／証券

プロダクトコントローラー 700 -1,000万円 700 -1,000万円 1,000 -1,600万円 1,000 -1,600万円 1,700 - 2,500万円 1,700 - 2,500万円

内部監査 700 -1,000万円 700 -1,000万円 1,000 -1,600万円 1,000 -1,600万円 1,600 - 2,500万円 1,600 - 2,500万円

ファイナンシャル／マネジメント アカウンタント 600 -　900万円 600 -　900万円 1,000 -1,800万円 1,000 -1,800万円 1,800 - 2,100万円 1,800 - 2,100万円

税務 650 -　800万円 650 -　800万円 1,000 -1,800万円 1,000 -1,800万円 1,800 - 2,300万円 1,800 - 2,300万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
会計・財務
金融サービス
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

大手企業

CFO 2,500 - 5,000万円 2,500 - 5,000万円

ファイナンシャルコントローラー 1,500 - 2,100万円 1,500 - 2,100万円 5,000 - 9,000円 5,000 - 9,000円

中小企業

CFO 1,500 - 2,500万円 1,500 - 2,500万円 6,000 -10,000円 6,000 -10,000円

ファイナンシャルコントローラー 1,100 - 1,600万円 1,100 - 1,600万円 4,000 - 8,000円 4,000 - 8,000円

会計

内部監査マネジャー 1,100 - 1,600万円 1,100 - 1,600万円

税務マネジャー 1,200 - 1,600万円 1,200 - 1,600万円

ファイナンシャルアカウンティングマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 4,000 - 8,000円 4,000 - 8,000円

トレジャリーマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

クレジットマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

シニアファイナンシャルアカウンタント 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 4,100 - 7,600円 4,100 - 7,600円

税務アカウンタント 700 - 1,100万円 700 - 1,100万円

内部監査 800 - 1,100万円 800 - 1,200万円

コストアカウンタント 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円

ファイナンシャルアカウンタント 600 - 　900万円 600 - 　900万円 2,700 - 3,600円 2,800 - 3,600円

トレジャリーアカウンタント 500 - 　800万円 500 - 　900万円

買掛金／売掛金担当スタッフ 400 - 　600万円 400 - 　600万円 2,500 - 3,200円 2,600 - 3,300円

ファイナンシャルプランニング・アナリシス

ファイナンシャルプランニングマネジャー 1,200 - 1,600万円 1,200 - 1,600万円

ビジネスコントローラー 1,000 - 1,400万円 1,000 - 1,400万円

シニアファイナンシャルアナリスト 1,000 - 1,300万円 1,000 - 1,300万円

ファイナンシャルアナリスト 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 2,600 - 5,200円 2,800 - 5,200円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
会計・財務
商工業
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職種 年俸

経験年数（０－４年） 経験年数（４－８年） 経験年数（8－10年以上）

2017 2018 2017 2018 2017 2018

プロダクトマネジャー 750 -1,000万円 750 -1,000万円 850 -1,200万円 850 -1,200万円 1,000 -1,800万円 1,000 -1,800万円

決済 750 -1,000万円 750 -1,000万円 850 -1,200万円 850 -1,200万円 1,000 -1,500万円 1,000 -1,500万円

セールス 750 -1,000万円 750 -1,000万円 850 -1,500万円 850 -1,500万円 1,200 -2,000万円 1,200 -2,000万円

トレード／セールスサポート 750 -1,000万円 750 -1,000万円 850 -1,200万円 850 -1,200万円 1,000 -1,500万円 1,000 -1,500万円

コンサルティング 600 -　900万円 600 -　900万円 700 -1,200万円 700 -1,200万円 1,000 -2,000万円 1,000 -2,000万円

アセットマネジメント 750 -1,000万円 750 -1,000万円 1,000 -1,500万円 1,000 -1,500万円 1,300 -3,000万円以上 1,300 -3,000万円以上

リアルエステートアセットマネジメント 650 -　850万円 650 -　850万円 850 -1,100万円 850 -1,100万円 1,100 -1,600万円 1,100 -1,600万円

職種 時給

経験年数（０－４年） 経験年数（４－８年） 経験年数（8－10年）

2017 2018 2017 2018 2017 2018

プロジェクトマネジャー 3,200 - 5,300円 3,200 - 5,300円 5,200 -13,100円 5,200 -13,100円 3,500 -13,100円 3,500 -13,100円

ミドルオフィス 2,800 - 3,700円 3,000 - 3,700円 3,300 - 6,700円 3,300 - 6,700円 5,000 -10,200円 5,000 -10,200円

決済 2,800 - 3,200円 3,000 - 3,200円 2,900 - 6,700円 3,000 - 6,700円 5,000 -10,200円 5,000 -10,200円

契約・派遣

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

正社員

東京
金融サービス



26

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
総務・アドミニストレーション

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

金融サービス

アドミニストレーションマネジャー 800 -1,100万円 800 -1,100万円

エグゼクティブセクレタリー 600 -　900万円 600 -　900万円 3,200 -  5,000円 3,200 - 5,000円

通訳／翻訳 550 -　950万円 550 -　950万円 3,500 -11,000円 3,500 -11,000円

総務アドミニストレーター 500 -　750万円 500 -　750万円 2,900 -  4,500円 2,900 - 4,500円

オフィスアドミニストレーター 500 -　750万円 500 -　750万円 2,800 -  4,000円 2,800 - 4,000円

グループセクレタリー 500 -　800万円 500 -　800万円 2,900 -  4,700円 3,000 - 4,700円

受付 350 -　550万円 350 -　550万円 2,600 -  3,500円 2,600 - 3,500円

商工業

総務マネジャー 750 -1,450万円 750 -1,450万円

総務アドミニストレーター 400 -　700万円 400 -　700万円 2,600 -  4,000円 2,700 - 4,000円

オフィスマネジャー 700 -1,100万円 700 -1,100万円 3,000 -  4,000円 3,100 - 4,000円

アドミニストレーションマネジャー 600 -1,000万円 600 -1,000万円

アドミニストレーションアシスタント 450 -　650万円 450 -　700万円 2,600 -  3,500円 2,700 - 3,500円

エグゼクティブセクレタリー 550 -　850万円 550 -　950万円 2,600 -  4,000円 2,700 - 4,000円

通訳／翻訳 500 -　950万円 500 -1,000万円 2,800 -  7,000円 3,000 - 7,000円



27

ROLE PERMANENT   CONTRACT 

 SALARY PER ANNUM JPY (¥) RATE PER HOUR JPY (¥)

 2016 2017 2016 2017

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

金融サービス

人事ディレクター 1,850 - 3,550万円 1,850 - 3,550万円

人事マネジャー／ゼネラリスト（経験年数６年以上） 800 - 2,100万円 800 - 2,100万円 4,000 - 6,000円 4,000 - 7,000円

人事ビジネスパートナー 1,000 - 2,100万円 1,000 - 2,100万円

人事ゼネラリスト（経験年数0ー６年） 550 -　950万円 550 -　 950万円 3,000 - 4,000円 3,000 - 4,200円

リクルートメント

リクルートメント／スタッフィングマネジャー 1,200 - 2,200万円 1,200 - 2,200万円 4,000 - 6,200円 4,000 - 7,000円

リクルートメント／スタッフィングコーディネーター 550 - 1,000万円 550 - 1,000万円 2,700 - 4,200円 2,900 - 4,500円

研修・人材開発

研修・人材開発部門長 1,400 - 2,000万円 1,400 - 2,000万円 3,000 - 5,000円 3,000 - 5,000円

トレーニングスペシャリスト 500 - 1,650万円 500 - 1,650万円 2,800 - 4,000円 2,800 - 4,100円

報酬・福利厚生

報酬・福利厚生マネジャー／ディレクター 1,250 - 2,200万円 1,250 - 2,200万円

報酬・福利厚生スペシャリスト 600 - 1,300万円 600 - 1,300万円 3,000 - 4,000円 3,500 - 4,500円

給与スペシャリスト 500 - 　800万円 500 - 　800万円 2,500 - 3,500円 3,000 - 4,000円

商工業

人事ディレクター／部門長 1,350 - 3,500万円 1,350 - 3,500万円

研修・人材開発部門長 1,000 - 2,200万円 1,000 - 2,200万円

人事マネジャー 1,000 - 1,650万円 1,000 - 1,650万円 4,000 - 6,000円 4,000 - 7,000円

リクルートメント／スタッフィングマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,550万円 3,000 - 5,000円 3,000 - 5,000円

報酬・福利厚生マネジャー 950 - 1,600万円 950 - 1,600万円

人事ゼネラリスト 650 - 1,350万円 650 - 1,350万円 3,000 - 4,000円 3,000 - 4,200円

人事スペシャリスト 550 - 1,000万円 550 - 1,000万円 3,000 - 4,000円 3,000 - 4,200円

人事アドミニストレーター 500 - 　900万円 500 -　 900万円 2,500 - 3,300円 2,700 - 3,500円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
人事
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

CIO 3,000 - 5,000万円 3,000 - 5,000万円

開発／サポート部門長 2,200 - 3,000万円 2,200 - 3,000万円

インフラストラクチャー部門長 2,000 - 2,500万円 2,000 - 2,500万円 9,000 -10,000円 9,000 -10,000円

プログラムマネジャー 1,500 - 2,000万円 1,500 - 2,000万円 8,000 - 9,200円 8,000 - 9,250円

UNIX マネジャー 1,500 - 2,000万円 1,500 - 2,000万円 8,000 - 9,000円 8,000 - 9,000円

シニアデベロッパー 1,300 - 1,900万円 1,300 - 1900万円 8,000 -10,000円 8,000 -10,000円

プロジェクトマネジャー 1,000 - 1,600万円 1,000 - 1,600万円 8,000 - 9,000円 8,000 - 9,000円

シニアネットワークエンジニア 6,250 - 8,900円 6,500 - 9,000円

インフォメーションセキュリティーオフィサー 1,500 - 2,000万円 1,500 - 2,000万円 7,600 - 8,500円 7,600 - 8,600円

ビジネスアナリスト 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 7,500 - 9,000円 7,500 - 9,000円

データベースアドミニストレーター 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 7,500 - 8,500円 7,500 - 8,500円

UNIX システムアドミニストレーター 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円 7,500 - 8,200円 7,500 - 8,200円

Wintel システムアドミニストレーター 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 7,500 - 8,500円 7,500 - 8,500円

FIX スペシャリスト 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

アプリケーションサポート 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円 6,500 - 7,500円 6,500 - 7,500円

マーケットデータエンジニア 800 - 1,300万円 800 - 1,300万円

ネットワークエンジニア 800 - 1,300万円 800 - 1,300万円 5,500 - 7,550円 5,500 - 7,800円

銀行・証券・投信

東京
IT－金融
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

CIO 2,000 - 3,000万円 2,000 - 3,000万円 10,000 - 12,000円 10,000 - 12,000円

開発部門長 1,500 - 1,800万円 1,500 - 1,800万円

プログラムマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 9,000 - 10,000円 9,000 - 10,000円

BPR 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

インフォメーションセキュリティオフィサー 1,000 - 1,600万円 1,000 - 1,600万円 7,500 - 8,500円 7,600 - 8,500円

インフラストラクチャーマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 6,500 - 8,000円 6,500 - 8,000円

UNIX システムアドミニストレーター 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 7,300 - 8,200円 7,300 - 8,250円

システムインテグレーション 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円

Java デベロッパー 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 4,000 - 7,000円 4,000 - 7,000円

ビジネスアナリスト 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 4,000 - 7,000円 4,150 - 7,250円

マーケットデータエンジニア 600 - 　800万円 600 - 　800万円

データベースアドミニストレーター 600 - 　800万円 600 - 　800万円 7,500 - 8,500円 7,500 - 8,500円

システムアナリスト 600 - 　900万円 600 - 　900万円 7,500 - 8,500円 7,500 - 8,500円

Wintel システムアドミニストレーター 500 - 　800万円 500 - 　800万円 7,500 - 8,500円 7,500 - 8,500円

アプリケーションサポート 500 - 　700万円 500 - 　700万円 4,000 - 8,000円 4,000 - 8,000円

アソシエイトデベロッパー 400 - 　500万円 400 - 　500万円 3,000 - 5,000円 3,000 - 5,000円

プロジェクトコーディネーター 4,000 - 5,500円 4,000 - 6,000円

プロジェクトマネジャー 7,000 - 9,000円 7,000 - 9,000円

セキュリティアナリスト 4,000 - 5,500円 4,150 - 5,650円

銀行・証券・投信以外のサービス

東京
IT－ 金融
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

IT ディレクター 1,500 - 2,000万円 1,500 - 2,000万円 7,200 - 10,500円 7,200 - 10,500円

ビジネスパートナー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

サービスデリバリーマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 7,000 - 8,100円 7,000 - 8,250円

IT マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 7,000 - 8,200円 7,150 - 8,300円

アプリケーションマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

インフラストラクチャーマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 7,000 - 8,200円 7,000 - 8,200円

プロジェクトマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 7,000 - 8,000円 7,000 - 8,000円

ERP エンジニア 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 3,500 - 6,000円 3,500 - 6,250円

CRM エンジニア 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 4,000 - 6,000円 4,000 - 6,450円

データベースアドミニストレーター 6,000 - 6,500円 6,100 - 6,650円

ネットワークエンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円 6,000 - 6,500円 6,100 - 6,650円

インフラストラクチャーエンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円 6,000 - 6,500円 6,000 - 7,250円

システムエンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円 6,000 - 6,500円 6,000 - 6,950円

システムアドミニストレーター 400 - 　600万円 400 - 　600万円 5,000 - 7,000円 5,350 - 7,250円

ヘルプデスク 400 - 　600万円 400 - 　600万円 3,000 - 4,100円 3,350 - 4,350円

POSエンジニア 400 - 　800万円 400 - 　800万円 3,000 - 4,500円 3,125- 4,650円

Eコマースエンジニア 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円

デスクトップサポート 3,450 - 4,850円 3,600 - 4,950円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
IT－ 商工業
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

IT マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円 7,000 - 7,500円 7,000 - 7,650円

インフラストラクチャーマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 7,000 - 7,500円 7,000 - 7,600円

プロダクトマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 6,000 - 9,000円 6,100 - 9,000円

プロジェクトマネジャー 900 - 1,400万円 900 - 1,400万円 7,000 - 7,500円 7,000 - 7,500円

ネットワークエンジニア 600 - 　800万円 600 - 　800万円

インフラストラクチャーエンジニア 400 - 　700万円 400 - 　700万円 6,000 - 6,500円 6,000 - 6,500円

システムエンジニア 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円

ソフトウェアデベロッパー 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円 4,000 - 8,000円 4,000 - 8,000円

モバイルアプリケーションデベロッパー 500 - 　900万円 500 - 　900万円 4,500 - 7,000円 4,500 - 7,200円

ウェブプロデューサー 500 - 　800万円 500 - 　800万円 3,500 - 6,500円 3,500 - 6,700円

ウェブデベロッパー 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円 3,000 - 6,500円 3,200 - 6,500円

ウェブディレクター 500 - 　800万円 500 - 　800万円 3,000 - 6,000円 3,350 - 6,000円

ウェブデザイナー 500 - 　900万円 500 - 　900万円 2,800 - 5,500円 2,850 - 5,650円

フロントエンドデベロッパー 400 - 　800万円 400 - 　800万円 4,000 - 7,000円 4,000 - 7,000円

バックエンド／サーバーサイドデベロッパー 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円 5,000 - 8,000円 5,000 - 8,000円

ゲームプロデューサー 500 - 1,800万円 500 - 1,800万円 3,000 - 9,000円 3,000 - 9,000円

グラフィックデザイナー 400 - 　600万円 400 - 　600万円 3,500 - 6,500円 3,500 - 6,500円

UI／UXデザイナー 400 - 　600万円 400 - 　600万円 3,000 - 6,000円 3,200 - 6,150円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

IT － オンライン

東京
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

ソリューションアーキテクト 1,200 - 1,800万円 1,200 - 1,800万円

サービスデリバリーディレクター 1,600 - 2,200万円 1,600 - 2,200万円

プログラムマネジャー 1,300 - 1,700万円 1,300 - 1,700万円 9,000 - 10,000円 9,000 -10,000円

プロジェクトマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,600万円 7,000 - 7,500円 7,000 - 7,500円

ストレージエンジニア 900 - 1,300万円 900 - 1,300万円 6,500 - 7,000円 6,500 - 7,000円

IT コンサルタント 900 - 1,400万円 900 - 1,400万円

プリセールスエンジニア 900 - 1,600万円 900 - 1,700万円 6,500 - 8300円 6,500 - 8,300円

フィールドアプリケーションエンジニア 900 - 1,300万円 900 - 1,300万円 6,500 - 9,000円 6,500 - 9,000円

シニアERPコンサルタント 900 - 1,500万円 900 - 1,500万円 9,000 -10,000円 9,000 -10,000円

データベースアドミニストレーター 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 4,500 - 6,650円 4,500 - 6,650円

データアナリスト 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 3,400 - 5,000円 3,400 - 5,000円

ERP コンサルタント 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 6,500 - 7,000円 6,500 - 7,000円

テレフォニーエンジニア 800 - 1,000万円 800 - 1,000万円 4,500 - 6,200円 4,500 - 6,200円

ネットワークエンジニア 700 - 1,400万円 700 - 1,400万円 4,500 - 6,500円 4,500 - 6,650円

システムエンジニア 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円 4,500 - 6,000円 4,500 - 6,000円

ソフトウェアデベロッパー 600 - 1,200万円 600 - 1,200万円 6,500 - 11,000円 6,500 - 11,000円

組み込みデベロッパー 600 - 1,100万円 600 - 1,100万円 6,000 - 8,000円 6,000 - 8,000円

CADエンジニア 600 - 　900万円 600 - 　900万円 3,400 - 5,000円円 3,400 - 5,000円

システムアドミニストレーター 600 - 　900万円 600 - 　900万円 4,500 - 6,500円 4,500 - 6,650円

ポストセールスエンジニア 500 - 1,400万円 500 - 1,400万円 4,200 - 7,800円 4300 - 7,950円

テクニカルサポートエンジニア 500 - 1,300万円 500 - 1,300万円 3,200 - 4,200円 3,350 - 4,350円

品質保証エンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円 5,500 - 8,000円 5,500 - 8,250円

ローカリゼーションエンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円 4,750 - 7,000円 4,750 - 7,050円

プロジェクトコーディネーター 500 - 　700万円 500 - 　700万円 4,000 - 4,500円 4,000 - 5,000円

セキュリティエンジニア 800 - 1,700万円 800 - 1,700万円 6,000 - 6,500円 6,000 - 6,550円

データセンターエンジニア 3,400 - 4,900円 3,400 - 4,950円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

IT － ベンダー・コンサルティング

東京
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 年俸

経験年数（０－３年） 経験年数（４－７年） 経験年数（７年以上）

2017 2018 2017 2018 2017 2018

弁護士事務所

弁護士 1,000 - 2,200万円 1,000 - 2,200万円 1,200 - 2,300万円 1,200 - 2,300万円 2,200 - 3,500万円 2,200 - 3,500万円

パラリーガル 450 - 　600万円 450 - 　600万円 500 - 　700万円 500 - 　700万円 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円

金融サービス

リーガルカウンシル 1,100 - 1,700万円 1,100 - 1,700万円 1,500 - 2,200万円 1,500 - 2,200万円 2,000 - 2,800万円 2,000 - 2,800万円

コンプライアンスマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 1,000 - 1,800万円 1,000 - 1,800万円 1,900 - 2,300万円 1,900 - 2,300万円

商工業

弁護士 900 - 1,500万円 900 - 1,500万円 1,100 - 2,000万円 1,100 - 2,000万円 2,100 - 2,800万円 2,100 - 2,800万円

リーガルカウンシル 700 - 1,500万円 700 - 1,500万円 800 - 1,600万円 800 - 1,600万円 1,400 - 2,500万円 1,400 - 2,500万円

コントラクトマネジャー 400 - 　700万円 400 - 700万円 800 - 1,600万円 800 - 1,600万円 1,100 - 1,300万円 1,100 - 1,300万円

リーガルスタッフ 400 - 　600万円 400 - 600万円 700 - 　900万円 700 - 　900万円 900 - 1,000万円 900 - 1,000万円

リーガルセクレタリー 400 - 　700万円 400 - 700万円 500 - 　800万円 500 - 　800万円 700 - 　800万円 700 - 　800万円

リスク

クレジットリスクマネジャー 900 - 1,200万円 900 - 1,200万円 1,300 - 1,800万円 1,300 - 1,800万円 1,900 - 2,200万円 1,900 - 2,200万円

クレジットリスクスペシャリスト 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円 1,100 - 1,900万円 1,100 - 1,900万円 1,900 - 2,200万円 1,900 - 2,200万円

マーケットリスクスペシャリスト 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円 1,300 - 2,000万円 1,300 - 2,000万円 2,000 - 2,400万円 2,000 - 2,400万円

クォンティティブアナリスト 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 1,000 - 1,900万円 1,000 - 1,900万円 1,900 - 2,400万円 1,900 - 2,400万円

東京
法務・コンプライアンス・リスク
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職種 年俸

2017 2018

工業

プレジデント／CEO 1,700 - 3,500万円 1,700 - 3,500万円

セールスディレクター 1,200 - 1,900万円 1,200 - 1,900万円

セールスマネジャー 900 - 1,500万円 900 - 1,500万円

マーケティングマネジャー 800 - 1,250万円 800 - 1,250万円

セールス&マーケティングエグゼクティブ 550 - 　750万円 550 - 　750万円

セールスエンジニア 650 - 1,250万円 650 - 1,250万円

プロジェクト／プログラムマネジャー 900 - 1,500万円 900 - 1,500万円

アプリケーション／デザインエンジニア 650 - 1,250万円 650 - 1,250万円

プロセス／インダストリアルエンジニア 600 - 　950万円 600 - 　950万円

フィールドサービスエンジニア 550 - 　850万円 550 - 　850万円

化学

プレジデント／CEO 1,500 - 3,000万円 1,500 - 3,000万円

セールス& マーケティングディレクター 1,200 - 2,000万円 1,200 - 2,000万円

セールス& マーケティングマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

セールス& マーケティングエグゼクティブ 600 - 1,300万円 600 - 1,300万円

プロダクトマネジャー 700 - 1,400万円 700 - 1,400万円

マーケティングコミュニケーションマネジャー 800 - 1,400万円 800 - 1,400万円

ビジネスデベロップメントマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

R&D ディレクター 1,200 - 1,800万円 1,200 - 1,800万円

R&D マネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

テクニカルサービス 500 - 1,000万円 500 - 1,000万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
製造



35

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 年俸

2017 2018

エネルギー・インフラ

プレジデント／CEO 1,800 - 3,000万円 1,800 - 3,000万円

マーケティングディレクター 1,200 - 1,900万円 1,200 - 2,000万円

マーケティングマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

セールスディレクター 1,300 - 2,000万円 1,300 - 2,000万円

プロジェクトマネジャー 800 - 1,400万円 900 - 1,600万円

フィールドサービスエンジニア 500 - 　850万円 500 - 　900万円

ビジネスデベロップメントマネジャー 1,000 - 1,550万円 1,000 - 1,550万円

自動車

セールスディレクター／エンジニアリングディレクター 1,300 - 1,800万円 1,300 - 1,800万円

セールスマネジャー／エンジニアリングマネジャー 800 - 1,350万円 800 - 1,350万円

アカウントマネジャー／セールスエンジニア 650 - 1,100万円 650 - 1,100万円

プロジェクトマネジャー／プログラムマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

アプリケーションエンジニア／デザインエンジニア 650 - 1,000万円 650 - 1,000万円

東京
製造



36

職種 年俸

 2017 2018

メディカル

プレジデント／カントリーマネジャー 1,800 - 3,000万円 1,800 - 3,000万円

ビジネスユニットリーダー 1,800 - 2,500万円 1,800 - 2,500万円

セールスマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,000万円 1,000 - 2,200万円

マーケティングマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,000万円 1,000 - 2,200万円

RA／QA リーダー 1,200 - 1,800万円 1,200 - 2,000万円

RA／QA マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

プロダクトマネジャー 600 - 1,000万円 700 - 1,000万円

フィールドサービスエンジニア／マネジャー 700 - 1,500万円 700 - 1,500万円

製薬

プレジデント／カントリーマネジャー 1,600 - 3,000万円 1,600 - 3,000万円

ビジネスユニットリーダー 1,800 - 2,500万円 1,800 - 2,500万円

マーケティングマネジャー／ディレクター 1,200 - 2,000万円 1,300 - 2,200万円

メディカルアフェアーズマネジャー／ディレクター 1,200 - 2,200万円 1,200 - 2,200万円

クリニカルリサーチマネジャー／ディレクター 1,000 - 1,800万円 1,000 - 1,800万円

ビジネスデベロップメントマネジャー／ディレクター 1,200 - 1,800万円 1,200 - 1,800万円

クリニカルリサーチアソシエイト 600 - 　900万円 600 - 　900万円

プロダクトマネジャー 700 - 1,000万円 700 - 1,200万円

コンシューマ／ FMCG

プレジデント／カントリーマネジャー 2,000 - 3,500万円 2,000 - 3,500万円

セールスマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,000万円 1,000 - 2,000万円

マーケティングマネジャー／ディレクター 1,200 - 2,000万円 1,200 - 2,000万円

コマーシャルマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,000万円 1,000 - 2,000万円

ブランド／プロダクトマネジャー 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円

マーケットリサーチマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
営業・マーケティング
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

リテール

ゼネラルマネジャー 1,500 - 3,000万円 1,500 - 3,000万円

リテールマネジャー／ディレクター 900 - 2,000万円 900 - 2,000万円

マーチャンダイジングマネジャー／ディレクター 800 - 1,700万円 800 - 1,700万円

コミュニケーションマネジャー／ディレクター 700 - 1,300万円 700 - 1,300万円

コミュニケーションスペシャリスト 3,000 -  5,000円 3,000 - 5,000円

ストアマネジャー 600 - 1,000万円 600 - 1,000万円

ビジュアルマーチャンダイジングマネジャー 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円

ビジュアルマーチャンダイジングスペシャリスト 3,000 -  5,000円 3,000 - 5,000円

デジタル・オンライン

カントリーマネジャー 1,800 - 3,000万円 1,800 - 3,200万円

Eコマースマネジャー／ディレクター 800 - 1,700万円 800 - 1,800万円

Eコマーススペシャリスト 3,000 -  5,000円 3,000 - 5,000円

オンラインマーケティングマネジャー／ディレクター 800 - 1,700万円 800 - 1,800万円

オンラインマーケティングスペシャリスト 3,000 -  10,000円 3,000 - 10,000円

デジタル／アドテックセールスマネジャー 800 - 1,400万円 800 - 1,400万円

ウェブディレクター 600 - 　900万円 600 - 　900万円

IT ソフトウェア

カントリーマネジャー 2,000 - 3,500万円 2,000 - 3,500万円

セールスマネジャー／ディレクター 1,200 - 2,300万円 1,200 - 2,500万円

マーケティングマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,200万円 1,000 - 2,200万円

マーケティングスペシャリスト 3,000 -  6,000円 3,000 - 6,000円

チャンネルセールスマネジャー 1,000 - 1,600万円 1,000 - 1,600万円

セールスアカウントマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円 5,000 -  15,000円 5,000 - 15,000円

IT インフラ・サービス

カントリーマネジャー 2,000 - 4,000万円 2,000 - 4,000万円

マーケティングマネジャー／ディレクター 1,000 - 2,200万円 1,000 - 2,300万円

セールスマネジャー／ディレクター 1,200 - 2,800万円 1,200 - 2,800万円

プロダクトマーケティングマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

セールスアカウントマネジャー 800 - 1,600万円 800 - 1,600万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
営業・マーケティング
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職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

オペレーションディレクター 1,500 - 2,500万円 1,500 - 2,500万円

工場マネジャー 1,500 - 2,500万円 1,500 - 2,500万円

サプライチェーンマネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

ロジスティクスマネジャー 850 - 1,300万円 900 - 1,450万円

倉庫管理マネジャー 850 - 1,100万円 850 - 1,100万円

購買・調達マネジャー 900 - 1,400万円 900 - 1,400万円

間接購買・調達マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

カスタマーサービスマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

品質管理／品質保証マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

施設管理マネジャー 900 - 1,300万円 900 - 1,300万円

プロジェクトマネジャー 900 - 1,300万円 900 - 1,300万円 5,000 - 7,000円 5,000 - 8,000円

プログラムマネジャー 900 - 1,500万円 900 - 1,500万円

生産管理マネジャー 1,000 - 1,450万円 1,000 - 1,450万円

サプライチェーンスタッフ 550 - 　800万円 500 - 　850万円 2,650 - 4,000円 2,800 - 4,000円

ロジスティクススタッフ 450 - 　700万円 450 - 　700万円 2,650 - 4,000円 2,800 - 4,000円

倉庫管理コーディネーター 450 - 　700万円 450 - 　700万円 2,600 - 4,000円 2,700 - 4,000円

輸出入業務スタッフ 350 - 　550万円 350 - 　550万円 2,600 - 3,700円 2,700 - 3,700円

プランナー 650 - 　900万円 600 - 　900万円

購買・調達スタッフ 550 - 　800万円 550 - 　800万円 2,600 - 3,800円 2,600 - 3,800円

カスタマーサービススタッフ 400 - 　600万円 400 - 　600万円 2,600 - 3,500円 2,600 - 3,500円

品質管理／品質保証スペシャリスト 600 - 　900万円 600 - 　900万円 2,600 - 3,500円 2,700 - 3,500円

施設管理スタッフ 450 - 　600万円 450 - 　600万円

生産管理スタッフ 500 - 　750万円 500 - 　750万円

プロセスエンジニア 550 - 　900万円 550 - 　900万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

東京
サプライチェーン
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

大阪

会計・財務

人事

IT

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

CFO 1,800 - 2,600万円 1,800 - 2,600万円

ファイナンシャルコントローラー 1,200 - 1,800万円 1,200 - 1,800万円

ファイナンシャルマネジャー 800 - 1,150万円 800 - 1,150万円

ファイナンシャルアナリスト 500 - 　950万円 500 - 　950万円 2,800 - 5,000円 2,800 - 5,000円

シニアアカウンタント 600 - 　850万円 600 - 　850万円 2,850 - 5,050円 2,850 - 5,050円

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

人事ディレクター 1,200 - 2,000万円 1,200 - 2,000万円

人事マネジャー 800 - 1,300万円 800 - 1,300万円

シニア人事ゼネラリスト 650 - 　950万円 650 - 950万円 2,000 - 3,500円 2,000 - 3,500円

エグゼクティブセクレタリー 400 - 　750万円 400 - 　750万円 1,550 - 2,600円 1,550 - 2,600円

人事ゼネラリスト／スタッフ 350 - 　650万円 350 - 　650万円 1,700 - 3,550円 1,700 - 3,550円

通訳／翻訳 400 - 　600万円 400 - 　600万円 1,750 - 3,600円 1,750 - 3,600円

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

IT ディレクター 1,400 - 2,100万円 1,400 - 2,100万円

IT マネジャー 900 - 1,400万円 900 - 1,400万円

プロジェクトマネジャー 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円 2,800 - 6,500円 2,800 - 6,500円

システムエンジニア 600 - 　950万円 600 - 　950万円 1,750 - 4,050円 1,750 - 4,050円

ネットワークエンジニア 600 - 　850万円 600 - 　850万円 1,750 - 4,050円 1,750 - 4,050円

給与
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大阪

職種 年俸

2017 2018

工業・化学

プレジデント／CEO 1,500 - 2,500万円 1,500 - 2,500万円

ゼネラルマネジャー／部門長 1,200 - 2,000万円 1,200 - 2,000万円

セールスディレクター 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

セールスエンジニアリングマネジャー 800 - 1,200万円 800 - 1,200万円

ビジネスデベロップメントマネジャー 800 - 1,300万円 800 - 1,300万円

セールスマネジャー 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円

マーケティングマネジャー 700 - 1,100万円 700 - 1,100万円

セールスエグゼクティブ 600 - 　800万円 600 - 　800万円

セールスエンジニア 500 - 　900万円 500 - 　900万円

デザインエンジニア 500 - 　900万円 500 - 　900万円

ケミカルエンジニア 500 - 　800万円 500 - 　800万円

コンシューマ・リテール

マーケティングマネジャー 700 - 1,000万円 800 - 1,000万円

エリアマネジャー 500 - 　800万円 500 - 　800万円

ストアマネジャー 500 - 　750万円 500 - 　750万円

ビジュアルマーチャンダイズマネジャー 500 - 　650万円 500 - 　650万円

マーケティングエグゼクティブ 500 - 　650万円 500 - 　650万円

セールスエグゼクティブ 400 - 　700万円 400 - 　700万円

ストアセールスアソシエイト 300 - 　450万円 300 - 　450万円

特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

営業・マーケティング
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 年俸

2017 2018

IT・オンライン

支店長 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

セールスマネジャー 900 - 1,200万円 900 - 1,200万円

セールスアカウントマネジャー 700 - 1,000万円 700 - 1,000万円

セールスエグゼクティブ 400 - 　600万円 400 - 　600万円

ヘルスケア

ゼネラルマネジャー／カントリーマネジャー 1,500 - 2,800万円 1,500 - 2,800万円

マーケティングディレクター 1,200 - 2,500万円 1,200 - 2,500万円

セールスマネジャー 800 - 1,400万円 800 - 1,400万円

クリニカルデベロップメントマネジャー 800 - 1,300万円 800 - 1,300万円

レギュラトリーアフェアーズマネジャー 800 - 1,500万円 800 - 1,500万円

マーケティング／プロダクトマネジャー 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円

クリニカルサイエンティスト／リサーチャー 500 - 　800万円 500 - 　800万円

クリニカルリサーチアソシエイト 500 - 　800万円 500 - 　800万円

品質保証 500 - 　800万円 500 - 　800万円

大阪
営業・マーケティング
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特に断りがない限り、表示額は諸手当、ボーナスを除く基本給です。

職種 正社員 契約・派遣

年俸 時給

2017 2018 2017 2018

オペレーションディレクター 1,400 - 2,200万円 1,400 - 2,200万円

工場マネジャー 1,000 - 1,500万円 1,000 - 1,500万円

購買・調達マネジャー 800 - 1,250万円 800 - 1,250万円

品質管理／品質保証マネジャー 750 - 1,300万円 750 - 1,300万円

サプライチェーンマネジャー 700 - 1,200万円 700 - 1,200万円

輸出入業務スタッフ 350 - 　550万円 350 - 　550万円 1,450 - 2,500円 1,450 - 2,500円

サプライチェーンスタッフ 350 - 　550万円 350 - 　550万円 1,450 - 2,500円 1,500 - 2,500円

大阪
サプライチェーン



43

東京オフィス
〒150-0002
東京都渋谷区渋谷3-12-18 
渋谷南東急ビル14階  

T: +81 (0)3 4570 1500
F: +81 (0)3 4570 1599
E: tokyo@robertwalters.co.jp

大阪オフィス
〒531-0072 
大阪府大阪市北区豊崎3-19-3 
ピアスタワー15階  

T: +81 (0)6 4560 3100
F: +81 (0)6 4560 3101
E: osaka@robertwalters.co.jp

ロバート・ウォルターズ・ジャパン

CONTACT US
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